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１．調査の概要
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１．調査の概要

１．調査事項
(1) 行政機関が保有する公共データに関する要望
(2) 公共データの具体的な利用事例(2) 公共デ タの具体的な利用事例

２．調査期間 ： 2012年10月15日(月）～11月2日（金）
３ 調査対象 ： 電子行政推進委員会、同 電子行政推進部会３．調査対象 ： 電子行政推進委員会、同 電子行政推進部会

情報通信委員会、同 企画部会、同 高度情報通信人材育成部会

経済政策委員会統計部会

海洋開発推進委員会総合部会海洋開発推進委員会総合部会

宇宙開発利用推進委員会企画部会、同 宇宙利用部会

318企業・団体318企業 団体

４．回答数 ： 78企業・団体、 391件
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１．調査の概要 ： 回答企業業種
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２ ニ ズの高い公共デ タ２．ニーズの高い公共データ

〔注〕公共データの内容は、回答者から寄せられた情報に基づくもの。

以下を全て含んでいる以下を全て含んでいる。

・公開（提供）されれば利用したい公共データ（現在非公開のもの）

・現在利用しているが、改善を求めたい公共データ（公開済みのもの）現在利用し る 、改善を求 た 公共デ タ（公開済み も ）

・これまで利用を検討したが、利用しなかった（できなかった）公共データ

・存在するかどうか分からないが、あれば利用したい公共データ
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（１）種類別（１）種類別
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２． （１）種類別

○種類は、求められているデータの種類を分類・把握するため
に 事務局が以下の通り整理したもの。に、事務局が以下の通り整理したもの。

1 公開方法等 12 政治1. 公開方法等

2. 入札・調達・補助金等

3. 環境・エネルギー

防災 保安 安全

12. 政治

13. 医療・介護

14. 法人情報

15 教育4. 防災・保安・安全

5. 交通

6. 地図・地下

15. 教育

16. 通商

17. 許認可

7. 統計・調査

8. 海洋

9 特許

18. 気象

19. 電波

20 その他9. 特許

10. 都市計画・建築

11. 個人・住民情報

20. その他

21. 法令

22. 研究開発
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地図・地下（59件） 交通（43件） 防災・保安・安全（38件）に関する

２．（１） 種類別

地図・地下（59件）、交通（43件）、防災・保安・安全（38件）に関する
データが上位を占めた。
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２．（１） 種類別 ： ニーズの高い公共データ ①地図や地下データ

デ タのデータの
種類

データの詳細 データの例

地 地質デ タ

地図データ、地質調査（ボーリング）結果、地すべり調査結果、地下水・地温等
データ 土質柱状図及び土質試験データ 地下通路データ 地中埋設設備情

地下・地質データ
デ タ、土質柱状図及び土質試験デ タ、地下通路デ タ、地中埋設設備情
報（水道・ガス・通信・鉄道・電力等）、地質データ（柱状図・水位・N値：電柱や
管路建設の参考になる深さの情報）

道路幅員・形状、道路ネットワーク（交差点、道路リンク）

国土地図・画像データ

道路幅員 形状、道路ネットワ ク（交差点、道路リンク）
施設情報（ＰＯＩ）、基盤地図データ（GISデータ）、ライフライン設備データ（GIS
データ）、地形図データ（１／２５０００，１／５００００）、地域森林計画図等（工
事範囲との関係性を詳細確認可能な尺度を有する図面類）、鉄道軌道情報、
地籍図基盤地図、駐車場や消火栓などの道路付設情報

地図・地下

地籍図基盤地図、駐車場や消火栓などの道路付設情報

衛星画像データ 日本全域の航空写真データ

固定資産課税台帳 固定資産課税台帳

上下水道データ
下水道における流量（リアルタイムデータ）、公共上下水道整備済み地域の一
覧情報（県別に該当市町村エリアを表示）、整備予定スケジュール情報

埋蔵文化財情報 文化財保護法が適用される範囲を示した図面

道路台帳等 道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水道台帳

位置参照情報 番地までの緯度経度情報
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位置参照情報 番地までの緯度経度情報



２．（１） 種類別 ： ニーズの高い公共データ ②交通データ

データの
データの詳細 データの例

種類
データの詳細 データの例

電車やバスなどの時刻表・運行経路、駅やバス停の情報(緯度・経度・住所・リ
アルタイム乗降客数)、運行中の電車やバスの混雑度、駐車場満空情報、パー
ソントリップ調査結果(リアルタイム)、数値地図、ＳＡ／ＰＡや道の駅の利用者

交通量
ソ リッ 調 結果(リア タイ )、数値地図、 道 駅 利用者
データ、道路の時間帯別ＯＤデータ、道路の騒音情報、信号機の信号変化のタ
イミングデータ、輸送人員・輸送人キロの自家用車区分、パーソントリップ調査
データ、交通量調査データ、トラフィックカウンタデータ、旅行時間測定システム
データ、自動車ナンバー自動読取装置データ、24時間365日の地点観測データ、 動車 動読 装置 、 時間 点観測

交通事故情報 交通事故情報

通行規制

道路使用許可申請の実施内容と位置情報、道路工事情報（規制の場所（緯度
経度や住所など）・日時・条件（片側通行、通行止め、対象車種など））、交通標
識等(速度規制・駐停車規制・車種別規制・交差点規制・一時停止等)、車種別

交通

通行規制
識等(速度規制 駐停車規制 車種別規制 交差点規制 時停止等)、車種別
の通行制限(高さ制限・車線幅・重量制限・道路勾配情報等)、災害時の通行止
め情報（緯度経度付き、通行止めの区分（全面通行止め、大型車通行止め、時
間通行止め）付き
歩行者用道路、地下通路、トラフィックカウンターデータ、交通センサス情報（交

道路交通情報
歩行者用道路、地下通路、トラフィックカウンタ デ タ、交通センサス情報（交
差点名、緯度経度）、道路パトロールにて取得した路面状況データ、道路舗装
のアスファルトコンクリート種別情報、道路詳細形状データ

道路台帳等
道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水道台帳、
広域地形データ広域地形デ タ

自動車検査事項
車種、年式、使用の本拠等のほか車検時毎の走行距離（所有者を特定できる
項目を除く）、軽自動車・原動機付自転車・小型特殊自動車等の登録情報（届
出情報）

リアルタイム位置情報 市バス 市営地下鉄等のリアルタイム位置情報
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リアルタイム位置情報 市バス・市営地下鉄等のリアルタイム位置情報

航空機データ
航空会社・区間別の月次データ、各空港ごとの離発着記録、登録・耐空証明航
空機情報のデジタルデータ、滑走路の一時閉鎖時と再開時の情報、緊急着陸
要請の発報・受信状況、管制官とパイロットとの交信記録（音声含む）



２．（１） 種類別 ： ニーズの高い公共データ ③防災・保安・安全に関するデータ

データの
種類

データの詳細 データの例

自然災害リスクデータ
洪水・火山・津波・地震・土砂災害等情報、森林情報地図、水害統計基本表
（一般資産等）

避難所情報 避難指示・避難勧告・避難所の情報、原子力発電所事故による各種情報

河川等データ 観測所雨量（河川関連）、河川水位のリアルタイムデータ

防災・保安・安全

災害被害情報 豪雨を起因とした自然災害による死亡事故の実況見分記録

ハザードマップ 各自治体のハザードマップ

防災・保安・安全
複合データ（地図・交
通・気象等）

交通事故情報（渋滞情報・工事情報など）、気象情報（アメダス情報など地
点毎の詳細情報）

道路交通情報 事故危険箇所一覧データ

海洋安全情報 尖閣諸島周辺の海上保安庁の勢力データ

激甚災害指定区域や被災者生活再建支援法対象区域・災害対策基本法警
法令・規制区域図

激甚災害指定区域や被災者生活再建支援法対象区域・災害対策基本法警
戒区域などの電子データ
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（２）保有機関別（２）保有機関別

〔注１〕データ保有機関は、回答者から寄せられた情報に基づくもの。実際に

データを保有している行政機関とは異なる可能性がある。

〔注２〕回答数は デ タを利用したいという回答の数 複数回答可としているため〔注２〕回答数は、データを利用したいという回答の数。複数回答可としているため、

一つのデータにつき、複数の行政機関を保有機関として挙げている回答

もある。もある。
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２．（２）保有機関別

〔回答数〕

14
注：回答数は、データを利用したいという回答の数。複数回答可としているため、一つの

データにつき、複数の行政機関を保有機関として挙げている回答もある。



２．（２）保有機関別

◇利用したい公共データの保有機関としては、
「地方公共団体」(122件） 、
「国土交通省」(116件) との回答が多く、
「総務省」（54件）、「独立行政法人」（35件）、
「厚生労働省」（34件） が続いた。

◇「その他」 「全ての行政機関」「公益財団法人 交通事故◇「その他」：「全ての行政機関」「公益財団法人 交通事故

総合分析センター」「一般財団法人日本デジタル道路地図
協会」など協会」など

◇ 「独立行政法人」： 「工業所有権情報・研修館」 「福祉◇ 「独立行政法人」： 「工業所有権情報 研修館」 「福祉

医療機構」 「防災科学技術研究所」など
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地方公共団体では 画像・地図・土地・地下（16％） 交通（13％）

２．（２）保有機関別 ： 地方公共団体

地方公共団体では、画像・地図・土地・地下（16％）、交通（13％）、
個人・住民情報（13％）、都市計画・建築（13％）が利用したいデータ
の上位を占めた。

入札・調 気象

公開方

法等
2%

電波
1%

要望の多いデータの内訳（地方公共団体）

画像・地

図・土地・
医療・介護

調

達・補助金

等
3%

3% 環境・エネルギー
3%

2%

図 土地

地下
16%

交通
統計・調査

許認可
4%

4%
3%

地方公共団体
交通
13%

個人 住民情法令

その他
5%

4%
１２２件

個人・住民情

報
13%

法令
7%

16

都市計画・建築
13%

防災・保安・安全
9%



２．（２）保有機関別 ： 地方公共団体①

データの 回答デ タの
種類

回答
数

データの詳細 データの例

地下・地質データ
地図データ、地質調査（ボーリング）結果、地すべり調査結果、地下水・地
温等データ、土質柱状図及び土質試験データ、地下通路データ

画像・地図・
土地 地下

20
国土地図・画像データ

道路幅員・形状、道路ネットワーク（交差点、道路リンク）
施設情報（ＰＯＩ）、基盤地図データ（GISデータ）、ライフライン設備データ
（GISデータ）

土地・地下
20 （ デ タ）

衛星画像データ 日本全域の航空写真データ

固定資産課税台帳 固定資産課税台帳

上下水道デ タ 下水道における流量（リアルタイムデ タ）上下水道データ 下水道における流量（リアルタイムデータ）

埋蔵文化財情報 文化財保護法が適用される範囲を示した図面

交通量
電車やバスなどの時刻表・運行経路、駅やバス停の情報(緯度・経度・住
所・リアルタイム乗降客数) 運行中の電車やバスの混雑度 駐車場満空

交通 16

交通量 所 リアルタイム乗降客数)、運行中の電車やバスの混雑度、駐車場満空
情報、パーソントリップ調査結果(リアルタイム)、数値地図

交通事故情報 交通事故情報

通行規制 道路使用許可申請の実施内容と位置情報交通 16
道路交通情報 歩行者用道路、地下通路、トラフィックカウンターデータ

道路台帳等
道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水道
台帳、広域地形データ

自動車検査事項 軽自動車 原動機付自転車 小型特殊自動車等の登録情報（届出情報）

17

自動車検査事項 軽自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車等の登録情報（届出情報）

リアルタイム位置情報 市バス・市営地下鉄等のリアルタイム位置情報



２．（２）保有機関別 ： 地方公共団体②

デ タの種類
回答

デ タの詳細 デ タの例データの種類
数

データの詳細 データの例

住民票
住民票情報（氏名・出生年月日・続柄・住所・同居人氏名・在留資格およ
び期間など）

所有者ごとに資産（土地、家屋、償却資産）がまとめられ、土地及び家

個人・住民情報 16 固定資産課税台帳

所有者ごとに資産（土地、家屋、償却資産）がまとめられ、土地及び家
屋は課税物件ごとの地番、面積、評価額、税額等が記載されている名
寄帳、納税義務者の住所及び氏名、所在地番、地目（土地）、構造（家
屋）、面積、評価額、課税標準額、税額

戸籍 附票 戸籍 附票戸籍・附票 戸籍・附票

所得情報 所得額の種類と額

建築確認・開発申請
情報

大規模マンション・宅地開発等の予定（開発申請・建築申請等）
情報

事務所面積 不動産登記簿等

道路台帳等
道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水
道台帳、広域地形データ
設計計算書 設計図面 計算書 補修履歴 補修図面 解析デ タ 設

都市計画・建築 16

施設経年等情報
設計計算書、設計図面、計算書、補修履歴、補修図面、解析データ、設
計で使用した地質図、各種調査記録等

沿線情報 沿線の状況変化情報

建築コスト 工作物の修理費データ建築 ト 作物の修理費デ タ

都市計画基礎調査
データ

都市計画基礎調査のデータ一式（土地利用・建物用途・建物階数・建物
築年数等）

都市計画道路計画線
情報

都市計画道路計画線情報

18

情報

都市計画内容 都市計画決定内容（空間情報）、住宅用地に関する各種関連情報

伐採計画 公道上樹木の伐採計画



２．（２）保有機関別 ： 地方公共団体③

データの 回答
デ タの詳細 デ タの例

デ タ
種類

回答
数

データの詳細 データの例

自然災害リスクデー
タ

洪水・火山・津波・地震・土砂災害等情報、森林情報地図

避難所情報 避難指示・避難勧告・避難所の情報 原子力発電所事故による各種情報
防災・保安・安全 11

避難所情報 避難指示 避難勧告 避難所の情報、原子力発電所事故による各種情報

河川等データ 観測所雨量（河川関連）、河川水位のリアルタイムデータ

災害被害情報 豪雨を起因とした自然災害による死亡事故の実況見分記録

ハザードマップ 各自治体のハザードマップ

法令 8 法令・規制区域図

各市町村条例を一元的に検索できるデータベース（例えば、各自治体で
定める消防条例・土地の用途・都市計画区分（第一種工業地域，商業地
域など））。行為規制に係る許認可・届出に必要な地図・地形図を取得でき
ることが望ましい。

デジタルサイネージ
利用状況

公共機関のデジタルサイネージで表示されるコンテンツ及びその視聴率

納税書類 納税書類
その他 地域の生活・イベント情報など

その他 6
そ 他 地域 活 イ ン 情報な

外国人登録者情報
全国籍の四半期ごとの登録者数、国籍別・登録地区別・在留資格別の登
録者数

複合データ（地図・交
通・気象等）

緯度・経度からの地名・住所（リバースジオコーダ）
通 気象等）
反社会的勢力情報 反社会的勢力情報

統計 調査

国勢調査
基本統計区あるいは町丁字別に集計した指定統計や防災関連データ、固
定資産の概要調書、自治体の保有する1/2500地図

複合データ（地図・交 空間線量測定結果を各自治体が計測したモニタリングデータ

19

統計・調査 5 複合データ（地図・交
通・気象等）

空間線量測定結果を各自治体が計測したモニタリングデータ、
火葬場情報

課税対象所得額デー
タ

課税対象所得額データ （町丁目単位の所得階級別人数）



２．（２）保有機関別 ： 地方公共団体④

データの種類 回答数 データの詳細 データの例データの種類 回答数 データの詳細 データの例

許認可 5

事業資格者情報 建築士・建設業者・貸金業者・病院・学校法人など

行政処分を受けた事業者情報 行政処分を受けた事業者の都道府県ごとのデータ
許認可

屋外施設使用許可情報 関連するイベント情報

建設業許可情報 建設業許可情報

要介護度別被保険者数
要介護度別・年齢別・性別ごとの被保険者数 （町丁目ごとの
デ タ）

医療・介護 5

要介護度別被保険者数
データ）

疾患別患者データ 循環器系の疾患の初診・再発別の患者数の全国（推計）値

医療機関情報 差額ベッド情報

介護認定情報 介護認定審査会での審査内容介護認定情報 介護認定審査会での審査内容

身体障害者認定情報 身体障害者公正相談所での審査内容

入札・調達・補
助金等

4 補助金・公募情報
補助金交付に関する事業者からの申請書、申請を受け付けた
事実確認資料、申請に対して内示をした事実、交付額の決定

助金等
募

情報

気象 4 気象リアルタイム情報
全国の気象センサーによる観測結果及び設置状況一覧（水位、
雨量、風速等）、全国自治体の災害状況一覧（過去の土砂崩
れ、河川の氾濫等）れ、河川の氾濫等）

環境・エネル
ギー

3
エネルギーデータ リアルタイムのエネルギーデータ

一般競争参加者資格 一般競争参加者資格情報

公開方法等 2 公開方法等
信号機の点灯状態（色）や学校の出欠状態などのリアルタイム

20

公開方法等 2 公開方法等
情報をWebで公開してほしい

電波 1 電波情報
自衛隊・海上保安庁や警察・地方自治体の防災無線電波の伝
送ルート情報



国土交通省では 交通（26％） 画像・地図・土地・地下（22％）

２．（２）保有機関別 ： 国土交通省

国土交通省では、交通（26％）、画像・地図・土地・地下（22％）、
都市計画・建築（16％）が利用したいデータの上位を占めた。

国土交通省

１１６件

21



２．（２）保有機関別 ： 国土交通省①

データの 回答
デ 細 デ

デ タの
種類

回答
数

データの詳細 データの例

交通量

ＳＡ／ＰＡや道の駅の利用者データ、道路の時間帯別ＯＤデータ、道路の騒音情
報、信号機の信号変化のタイミングデータ、輸送人員・輸送人キロの自家用車
区分 パ ソントリップ調査デ タ 交通量調査デ タ トラフィックカウンタデ交通量 区分、パーソントリップ調査データ、交通量調査データ、トラフィックカウンタデー
タ、旅行時間測定システムデータ、自動車ナンバー自動読取装置データ、24時
間365日の地点観測データ

交通センサス情報（交差点名 緯度経度） 道路パトロールにて取得した路面状
道路交通情報

交通センサス情報（交差点名、緯度経度）、道路パトロ ルにて取得した路面状
況データ、道路舗装のアスファルトコンクリート種別情報、道路詳細形状データ

道路工事情報（規制の場所（緯度経度や住所など）・日時・条件（片側通行、通
行止め 対象車種など）） 交通標識等(速度規制 駐停車規制 車種別規制 交

交通 30
通行規制

行止め、対象車種など））、交通標識等(速度規制・駐停車規制・車種別規制・交
差点規制・一時停止等)、車種別の通行制限(高さ制限・車線幅・重量制限・道路
勾配情報等)、災害時の通行止め情報（緯度経度付き、通行止めの区分（全面
通行止め、大型車通行止め、時間通行止め）付き）

航空機データ
航空会社・区間別の月次データ、各空港ごとの離発着記録、登録・耐空証明航
空機情報のデジタルデータ、滑走路の一時閉鎖時と再開時の情報、緊急着陸
要請の発報・受信状況、管制官とパイロットとの交信記録（音声含む）

バスルート 路線バスの停留所・路線・時刻表・運賃等のデータ

車種、年式、使用の本拠等のほか車検時毎の走行距離（所有者を特定できる項

22

自動車検査事項 目を除く）、軽自動車・原動機付自転車・小型特殊自動車等の登録情報（届出情
報）



２．（２）保有機関別 ： 国土交通省②

デ タ 回答データの
種類

回答
数

データの詳細 データの例

国土地図・画像
地形図データ（１／２５０００，１／５００００）、地域森林計画図等（工事範囲との
関係性を詳細確認可能な尺度を有する図面類） 鉄道軌道情報 地籍図基盤

データ
関係性を詳細確認可能な尺度を有する図面類）、鉄道軌道情報、地籍図基盤
地図、駐車場や消火栓などの道路付設情報

地中埋設設備情報（水道・ガス・通信・鉄道・電力等）、地質データ（柱状図・水

画像 地図

地下・地質データ
位・N値：電柱や管路建設の参考になる深さの情報）、地質調査（ボーリング）
結果、地すべり調査結果、ボーリングデータ、地下水・地温データ、土質柱状
図及び土質試験データ

画像・地図・
土地・地下

26 道路台帳等 道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水道台帳

通行規制
通行規制個所のＧＰＳの緯度・経度データ（ＶＩＣＳ等で提供される路線以外の
地方路線の交通規制情報など）

通行規制
地方路線の交通規制情報など）

上下水道データ
公共上下水道整備済み地域の一覧情報（県別に該当市町村エリアを表示）、
整備予定スケジュール情報

位置参照情報 番地までの緯度経度情報
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２．（２）保有機関別 ： 国土交通省③

データの
種類

回答数 データの詳細 データの例
種類

回答数 デ タの詳細 デ タの例

法令・規制区域図
手続きの流れや必要資料・審査期間・関連法規などが整理されたデータ
ベース、新規構造物建設の際に規制内容を一元的に確認できるポータ
ルサイト、各監督官庁ごとの規制エリアの一覧データ

都市計画・建
19

ルサイト、各監督官庁ごとの規制エリアの 覧デ タ

施設経年等情報 インフラ諸施設のストック量と経年等時情報

都市計画内容 用途地域・建ぺい率・容積率・防火指定・地区計画・高度地区などの情報都市 建
築

19
都市計画内容 用途地域 建 率 容積率 防火指定 地区計画 高度地区などの情報

道路台帳等
道路台帳（道路の高さ、幅員、境界査定の有無）、道路埋設台帳、下水
道台帳、広域地形データ

地質図 地質図地質図 地質図

建築着工データ 建築着工データ

建築コスト 修理費データ

自然災害リスク 洪水 火山 津波 地震 土砂災害情報 森林情報地図等 水害統計基本自然災害リスク
データ

洪水・火山・津波・地震・土砂災害情報、森林情報地図等、水害統計基本
表（一般資産等）

河川等データ 観測所雨量（河川関連）、河川水位のリアルタイムデータ

防災・保安・
安全

11 複合データ（地図・
交通・気象等）

交通事故情報（渋滞情報・工事情報など）、気象情報（アメダス情報など
地点毎の詳細情報）

道路交通情報 事故危険箇所一覧データ

24

道路交通情報 事故危険箇所 覧デ タ

海洋安全情報 尖閣諸島周辺の海上保安庁の勢力データ



２．（２）保有機関別 ： 国土交通省④

データの
種類

回答
数

データの詳細 データの例
種類 数

デ タの詳細 デ タの例

国勢調査 固定資産の概要調書、自治体の保有する1/2500地図

複合データ（地図・
交通・気象等）

犯罪情報マップ、交通事故情報マップ、ハザードマップポータルサイト

物価指数（長期時系列） 自動車統計デ タ（排気量別 車両重量別 GVW別 営業
統計・調査 8 統計

物価指数（長期時系列）、自動車統計データ（排気量別・車両重量別・GVW別・営業
用/自家用別など多様な切り口で集計したもの）

自動車検査事項 複数年にわたるデータ

建設リサイクル法届
出件数

建設リサイクル法届出件数
出件数

その他 8

公開方法等 再利用可能な数値やテキスト情報として提供してほしい

公示価格・基準地
価

公示価格・基準地価の過去データ

技術情報 ＮＥＴＩＳにおける工法の詳細情報技術情報 ＮＥＴＩＳにおける工法の詳細情報

補助金・公募情報
「補助金・公募データベース」の構築による募集内容・採択状況・関連技術情報の提
供

気象 5
気象リアルタイム情
報

各省庁や自治体の下水管・河川・道路サグ部における雨量計データ、自治体などに
おける局所的な気象レーダのデータ 地下街監視カメラ画像データ報 おける局所的な気象レ ダのデ タ、地下街監視カメラ画像デ タ

海洋 3
海底データ 海底表層の土質と厚さのデータ、地表地形＋海底地形の数値地図

標高データ 河川堤防や海岸港湾における護岸・岸壁の標高データ

許認可 3

事業資格者情報 建築士情報

船舶建造許可 建造許可された数量・船価情報・建造コスト情報許認可 3 船舶建造許可 建造許可された数量・船価情報・建造コスト情報

建設業許可情報 建設業許可情報（ネガティブ情報含む）

環境・エネル
ギー

2 エネルギーデータ
エネルギー市場動向に関する分析データ、エネルギー関連機器の実績データ、再生
可能エネルギー（風力・太陽光・熱等）・クリーンエネルギー関連の実施プロジェクト

開発費 補助金 覧 （ カ 名 開発 補助金額 開発 補助機関）
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ギ
の開発費や補助金の一覧 （メーカー名・開発/補助金額・開発/補助機関）

入札・調達・補
助金等

1
公共工事発注デー
タ

公共工事の発注データ（月次実績および見込：発注者名・発注者区分・発注者所在
地・発注件数・発注予定金額合計）



総務省では 統計・調査（31％） 個人・住民情報（18％）が大半を占

２．（２）保有機関別 ： 総務省

総務省では、統計・調査（31％）、個人・住民情報（18％）が大半を占
めた。

政治 法人 気象法令 環境・要望の多いデータの内訳（総務省）

その他
4%

政治
2% 情報

2%
2% 2% エネル

ギー
2%

統計 調査
防災・保安・安全

交通
4%

4%

統計・調査
31%医療・介護

4%

4%

個人 住民情報
電波

都市計画・建築
4%

総務省

５４件個人・住民情報
18%

画像・地図・土地・

地下

電波
5%

５４件
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公開方法等
9%

地下
7%



２．（２）保有機関別 ： 総務省①

デ タの 回答データの
種類

回答
数

データの詳細 データの例

国勢調査
各地域の世帯数・家族構成・年齢別人口等の情報、・世帯主の年齢・世帯規
模・住居態様の対応関係が分かる情報

統計 調査 17

統計調査票 統計調査票

映像機器所有情報
各家庭でのＴＶやＰＣ・タブレットなどの映像機器所有台数及びそれぞれの使
用時間

家計調査情報 家計調査の個票データ統計・調査 17 家計調査情報 家計調査の個票デ タ

商業統計 更新頻度を上げた商業統計や経済センサス

消費実態・動向情報 各年、あるいは２～３年ごとの全国消費実態調査データ

その他 e-statで公開される統計情報の元になった調査票情報

通信利用動向調査 通信利用動向調査

マーケット動向 特定技術毎に細分化されたマーケット動向情報

個人・住民情
報

10 住民票 住民票情報
報

民 民

公開方法等 5
公開方法等 リアルタイムデータを提供してほしい

物価指数 長期推移データ

国土地図・画像デ タ地図のベ スになるデ タ 鉄道網
画像・地図・
土地・地下

4
国土地図・画像データ地図のベースになるデータ、鉄道網

上下水道データ
公共上下水道が整備済み地域の一覧情報、公共下水道の整備スケジュー
ル

電波 3 電波情報 電波資源の利用状況（免許と利用実態）
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電波 3 電波情報 電波資源の利用状況（免許と利用実態）



２．（２）保有機関別 ： 総務省②

データの種類
回答

データの詳細 データの例デ タの種類
数

デ タの詳細 デ タの例

都市計画・建築 2
再建築評点計算書 再建築評点計算書

施設経年等情報 各インフラの物理量・利用量・点検結果等のデータ

医療・介護 2
患者情報 公開時期を揃えた熱中症搬送者の週間統計

所得・資産情報 高齢者の所得・資産・家族（同居者）・介護サービス利用状況

法令 規制 域
激甚災害指定区域や被災者生活再建支援法対象区域・災害対策基本

防災・保安・安
全

2

法令・規制区域図
激甚災害指定区域や被災者生活再建支援法対象区域 災害対策基本
法警戒区域などの電子データ

複合データ（地図・交
通・気象等）

地図情報、交通事故情報、気象情報

交通 2

交通量
電車やバスなどの時刻表・運行経路、駅やバス停情報(緯度、経度、住
所、リアルタイム乗降客数)、電車やバスの混雑度、駐車場満空情報、
パーソントリップ調査結果（リアルタイム）

交通 2

道路交通情報
路面ペイントの敷設位置・内容、交通事故の詳細原因情報、路側の交
通標識の設置位置・内容、道路幅・詳細位置情報、事故発生時の時間
帯・天候・事故の規模・推測される原因などの情報

その他 その他 政策 規制等の詳細確認ができる情報その他 2 その他 政策・規制等の詳細確認ができる情報

政治 1 政治資金収支報告書 政治資金収支報告書

法人情報 1 法人情報 国内で登記されている法人数（抹消登記されたもの含む）

雨量計 雨量強度計 河川水位計 水質計 道路のトラフ クカウン
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気象 1 気象リアルタイム情報
雨量計・雨量強度計・河川水位計・水質計・道路のトラフィックカウン
ター・放射線計・NOX計・SOX計・日照計などのセンサー情報

法令 1 法令・規制区域図 法令データ提供システムにおける訂正記事情報（掲載日付）



独立行政法人では 画像・地図・土地・地下（28％） が保有する防

２．（２）保有機関別 ： 独立行政法人

独立行政法人では、画像・地図・土地・地下（28％）、が保有する防
災・保安・安全（17％）、 法令（8％）が利用したいデータの上位を占
めた。

環境・エネ

ルギ

研究開発
3%

通商
3%

公

開

方

要望の多いデータの内訳（独立行政法人）

その他

交通
3%

ルギー
3%

3%
方

法

等
3%

画像・地図・土地・

地下都市計画・建築

その他
6%

3%

28%

防災・保安・安

気象
6%

6%
独立行政法人

防災 保安 安

全
17%

法令
入札 調達 補

特許
6%

6%

３５件
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法令
8%

入札・調達・補

助金等
8%

6%



２．（２）保有機関別 ： 独立行政法人①

データの 回答データの
種類

回答
数

データの詳細 データの例

地下・地質データ 地質図面、ボーリングデータ、物理探査データ等の地下情報

画像・地図・土地・
地下

10

衛星画像データ 人工衛星ALOS観測データ

国土地図・画像データ 国土数値情報における鉄道軌道情報

海底デ タ 海底地形情報 地表地形＋海底地形の数値地図海底データ 海底地形情報、地表地形＋海底地形の数値地図

井戸じびき 井戸じびき

交通事故の発生場所 時刻 事故タイプ（対人・対物・単独） 車種
交通事故情報

交通事故の発生場所、時刻、事故タイプ（対人・対物・単独）、車種、
運転者の属性等の情報

盗難情報 車種・発生場所・時刻・盗難のタイプ・被害額等の情報

防災・保安・安全 6 河川等データ TP換算できるデータ

自然災害リスクデータ ハザードマップ

複合データ（地図・交通・
気象等）

地図情報（緯度・経度・標高）、人の流れ（時間情報付）、気象情報
（花粉情報含む）

法令・規制区域図 改正前の法令・通達・ガイドライン等

30

法令 3
法令 規制 域図 改 前 法令 通 ラ 等

その他 データベースの整備



２．（２）保有機関別 ： 独立行政法人②

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

入札・調達・補
助金等

3

補助金・公募情報 各省庁の補助金・公募情報を一元化したデータ（サイト）

電子官報
過去の官報に掲載済みの、政府調達における落札者等の公示情報、

電子官報
過去の官報に掲載済みの、政府調達における落札者等の公示情報、
随意契約に関する公示情報

特許 2 特許等情報 他国へのファミリー出願や権利化状況

気象 情
気象 2

気象リアルタイム情
報

リアルタイムの気象観測データ

都市計画・建築 2
施設経年等情報

設計計算書、設計図面、計算書、補修履歴、補修図面、解析データ、設
計で使用した地質図など各種調査記録等都市計画・建築 2 計で使用した地質図など各種調査記録等

建築コスト 工作物の修理費データ

その他 2 その他
福祉医療機構が融資した案件の債務不履行状況、福祉医療機構の融
資案件の審査状況等資案件の審査状況等

交通 1 道路交通情報 加工可能な道路交通情報

環境 エネル
エネルギーの市場動向に関する分析データ、エネルギー関連機器の実

環境・エネル
ギー

1 エネルギーデータ
ネルギ の市場動向に関する分析デ タ、 ネルギ 関連機器の実

績データ、再生可能エネルギー・クリーンエネルギー関連の実施プロ
ジェクトの開発費・補助金の一覧情報

研究開発 1 その他 筆頭執筆者がわかる論文データ（CiNii（NII論文情報ナビゲータ））

31

通商 1 輸出入データ ＪＥＴＲＯ保有の各国の輸出入データ

公開方法等 1 その他 JSTPlus文献検索システムにおける日本語抄録



厚生労働省では 医療・介護が50％と大半を占めた 次いで 統計・

２．（２）保有機関別 ： 厚生労働省

厚生労働省では、医療・介護が50％と大半を占めた。次いで、統計・
調査（8％）、公開方法等（9％）が続いた。

許認可
3%

法人

情報
3%

個人・住民情報
3%

要望の多いデータの内訳（厚生労働省）

都市計画・

建築

気象
3%

3%

医療 介護

防災・保安・安全
6%

建築
6%

医療・介護
50%

その他
9% 厚生労働省

公開方法等
9%

３４件
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統計・調査
8%

9%



２．（２）保有機関別 ： 厚生労働省①

デ タの種類 回答数 デ タの詳細 デ タの例データの種類 回答数 データの詳細 データの例

患者情報

患者一人あたりの診察・治療時間、待ち時間、通院回数などの統計データ、主傷
病・副傷病別の統計データ、受療傷病数に関する統計データ、介護給付費実態
調査の受給者数・認定者数における「回復」・「死亡」の人数のデータ 先進医療

医療・介護 17

調査の受給者数 認定者数における「回復」 「死亡」の人数のデ タ、先進医療
受療者データのうち、原因を傷害と疾病に分けたデータ

医師情報
国立・公立病院の放射線医師・放射線検査技師の平均給与および平均労働時
間

診療報酬点数 診療報酬点数

統計調査票 統計調査票

統計・調査 3 その他 e-Statで公開されている統計データの元になった調査票情報

国勢調査 基本統計区あるいは町丁字別に集計した指定統計や防災関連データ

公開方法等 3 公開方法等 社会保険業務における電子作成用の書類・書式の掲示

最低賃金情報 最低賃金異議申出に係る調査審議状況
その他 3

最低賃金情報 最低賃金異議申出に係る調査審議状況

その他
厚生労働省のホームページの情報が膨大であるため、より利用しやすい形にし
てほしい

防災 保安 安 有害物質情報 有害物質情報（より充実したもの）
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防災・保安・安
全

2
有害物質情報 有害物質情報（より充実したもの）

労災加入情報 労災加入情報



２．（２）保有機関別 ： 厚生労働省②

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

インフラの価値デ タ (寿命や健全性を示す工学的な

都市計画・建築 2 施設経年等情報

インフラの価値データ (寿命や健全性を示す工学的な
データと財務・会計上のデータ等)、設計・建設・維持運
営・資産・負債・キャッシュフロー・設備稼働率・トラックレ
コードなどの情報

気象 1 気象リアルタイム情報 雨量計などのリアルタイムなセンサー情報

許認可 1 事業資格者情報 貸金業者 病院 学校法人などの許認可情報許認可 1 事業資格者情報 貸金業者・病院・学校法人などの許認可情報

法人情報 1 法人情報 法人の登記情報

個人・住民情報 1 その他 公的年金の加入履歴・納付実績など
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経済産業省では 統計・調査（31％） 画像・地図・土地・地下（15％）

２．（２）保有機関別 ： 経済産業省

経済産業省では、統計・調査（31％）、画像・地図・土地・地下（15％）、
環境・エネルギー（15％）が上位を占めた。

要望の多いデ タの内訳（経済産業省）

札 調達 補
通商

都市計画・建築
4%

要望の多いデータの内訳（経済産業省）

入札・調達・補

助金等
4%

気象
4%

通商
4%

統計・調査
31%

その他

防災・保安・安全
4% 経済産業省

公開方法等

その他
8%

２７件

画像・地図・土

地・地下
15%

環境・エネ

ルギー

11%
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ルギ
15%



２．（２）保有機関別 ： 経済産業省①

デ タ 種類 答数 デ タ 詳細 デ タ 例データの種類 回答数 データの詳細 データの例

電子商取引実態情報 電子商取引実態情報

共投資情報 共投資情報公共投資情報 公共投資情報

映像機器所有情報
各家庭でのＴＶやＰＣ・タブレットなどの映像機器所有台
数とそれぞれの使用時間

統計・調査 8

数 それぞれ 使用時間

商業統計 更新頻度を上げた商業統計や経済センサス

マーケット動向 特定技術毎に細分化されたマーケット動向の情報マ ケット動向 特定技術毎に細分化されたマ ケット動向の情報

消費実態・動向情報 各年あるいは２～３年ごとの全国消費実態調査結果

国勢調査
基本統計区あるいは町丁字別の指定統計や防災関連
データ

像
国土地図・画像データ 地図のベースになるデータ、鉄道網

画像・地図・土地・地下 4
地下・地質データ 土質柱状図、土質試験データ

環境 エネルギ 4 エネルギ デ タ
電力・LPG・LNG・石油・重油などのエネルギーコスト（単

36

環境・エネルギー 4 エネルギーデータ
電力 石油 重油などの ネルギ ト（単
価）に係るデータベース



２．（２）保有機関別 ： 経済産業省②

データの種類
回答
数

データの詳細 データの例

公開方法等 3 公開方法等 ２次加工に適したExcelデータの提供など公開方法等 公開方法等 次加 に適した デ タの提供など

その他 2 その他
公的資金を活用したビジネスで活用が期待できる情報や数
値データ

防災・保安・安全 1 製品事故情報
製品の事故事例・事故原因のデータ（アップデートされたも
の）

入札・調達・補助金等 1 補助金・公募情報 補助金・公募情報の一覧情報

気象 1 気象リアルタイム情報 雨量計などのリアルタイムなセンサー情報

通商 1 輸出管理情報 輸出管理情報

都市計画・建築 1 建築着工データ 建築着工データ

37



気象庁では 気象が69％と大半を占めた

２．（２）保有機関別 ： 気象庁

気象庁では、気象が69％と大半を占めた。

要望の多いデータの内訳（気象庁）

法令
交通
4%

気象庁画像・地図・土

地・地下
9%

法令
9%

4%
気象庁

２１件

防災・保安・安

全

9% ２１件

気象
16

9%

16
69%

38



２．（２）保有機関別 ： 気象庁

データの種類 件数 データの詳細 データの例デ タの種類 件数 デ タの詳細 デ タの例

気象リアルタイム

気象情報統計、過去の気象指標（気温・降水量・日照時間等）、温度・湿度・
風向・風量・日射量の時間計測データや時間毎予報値、地震・水害の履歴、
各省庁・自治体の下水管/河川/道路サグ部における雨量計データ

気象 16

気象リアルタイム
情報

各省庁 自治体の下水管/河川/道路サグ部における雨量計デ タ
自治体などにおける局所的な気象レーダのデータ、気象警報・注意報・土砂
災害警戒情報の発表状況・発表時刻・解除時刻（リアルタイムデータ）、高精
度な落雷位置・落雷個数情報、雷撃電流値（できれば雷電流波形データ）、落
雷の電荷量、気象・海象データ全般気象 16 雷の電荷量、気象 海象デ タ全般

観測点位置情報
短時間気象分布予測情報（解析雨量・降雨）、日本海洋データセンターの潮
位観測データ（無償化）、異常潮位（年月毎の最大・最小等）のデジタルデー
タ、観測地点の周辺状況が調査できる具体的な地点情報

自然災害リスク
データ

気象庁や自治体の最新の震度観測点の精度良い位置情報、メールなどを通
じた更新の案内情報

防災・保安・ 複合データ（地 各地の風速データ（気象観測所単位よりも細かいエリア単位） 地質データ防災・保安・
安全

2
複合データ（地
図・交通・気象等）

各地の風速データ（気象観測所単位よりも細かいエリア単位）、地質データ
（柱状図、水位、N値：電柱や管路建設の参考になる深さの情報）

画像・地図・
2 地下 地質デ タ

省庁（例えば内閣府の中央防災会議）が行った自然災害リスク評価（地震・津
波・大規模洪水）に用いた基礎データ・想定条件データ・その結果の電子ファ画像 地図

土地・地下
2 地下・地質データ

波 大規模洪水）に用いた基礎デ タ 想定条件デ タ その結果の電子ファ
イル、文部科学省・環境省・大学研究機関が中心に進めている気候変動研究
（温暖化シナリオなど）の最新計算結果、地図情報（緯度、経度、標高）

法令 2 法令・規制区域図関連法・条例・要綱の体系整備情報
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交通 1 道路交通情報 道路交通情報、気象情報、地震情報



２．（２）保有機関別 ： 内閣府

データの種類 件数 データの詳細 データの例

統計・調査 5

消費実態・動向情報 各年、あるいは２～３年ごとの全国消費実態調査

統計 調査 5

統計調査票 e-Statの統計データの元になった調査票情報、統計データ全般

公開方法等 4 公開方法等
複数の省庁にまたがる関連データ（例えば自殺者数・精神疾患者数）
の提供方法を工夫してほしい、政府会議録の公開範囲の拡大提供方法を 夫 、政府会議録 公開範囲 拡大

都市計画・建築 2

建築着工データ 建築着工データ

施設経年等情報 各インフラの物理量・利用量および点検結果等のデータ

政治 1 政治資金収支報告書 政治資金収支報告書

気象 1 自然災害リスクデ タ
自然災害リスク評価（地震・津波・大規模洪水）に用いた基礎データ・
想定条件デ タ およその電子フ イル 気候変動研究（温暖化シナリ気象 1 自然災害リスクデータ 想定条件データ・およその電子ファイル、気候変動研究（温暖化シナリ
オなど）の最新計算結果

防災・保安・安全 1 災害被害情報 中央防災会議被害推計データ

交通 1 公共交通機関需給情報公共交通機関の需要供給の動向情報

画像・地図・土地・
地

1 衛星画像データ 高解像度な衛星写真データ
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地下
1 衛星画像デ タ 高解像度な衛星写真デ タ



２．（２）保有機関別 ： 環境省

回答
データの種類

回答
数

データの詳細 データの例

環境・エネルギー ６ エネルギーデータ
エネルギー市場動向に関する分析データ、エネルギー関連機器の
実績データ 最新の温室効果ガスの排出量データ エネルギー市環境・エネルギー ６ エネルギーデータ 実績データ、最新の温室効果ガスの排出量データ、エネルギー市
場動向に関する分析データ、エネルギー関連機器の実績データ

都市計画・建築 ４ 法令・規制区域図
自然公園法、都市公園法、河川法等に定める規制区域図の電子
データ（座標軸から規制線を表示するポリゴン）デ タ（座標軸 ら規制線を表示するポリ ン）

許認可 １ 許認可情報
（一般/産業）廃棄物収集運搬に関わる許認可情報、（一般/産業/
特別管理産業）廃棄物処分に関わる許認可情報、古物商等に関
わる許認可

気象 １ 気象リアルタイム情報 雨量計などのセンサーデータ（リアルタイム）

防災・保安・安全 １
複合データ（地図・交
通 気象等

地図情報（緯度・経度・標高）、人の流れ（時間情報付）、公共施設
位 情報と建物内部 構造情報 気象情報 花粉情報含む

防災 保安 安全 １
通・気象等） の位置情報と建物内部の構造情報、気象情報（花粉情報含む）

交通 １ 道路交通情報 道路交通情報

画像・地図・土地・
地下

１ 国土地図・画像データ 国土地図・画像データ

統計 調査 １
複合データ（地図・交

土壌汚染対策法に基づく要措置区域 形質変更時要届出区域など
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統計・調査 １
複合デ タ（地図 交
通・気象等）

土壌汚染対策法に基づく要措置区域・形質変更時要届出区域など



２．（２）保有機関別 ： 国家公安委員会・警察庁

デ タ 種類 答数 デ タ 詳細 デ タ 例データの種類 回答数 データの詳細 データの例

犯罪発生情報
犯罪発生情報（地域別・リアルタイム）、各都道府県別の保険金
詐欺発生状況・事例の類型・詐欺グループの手口

防災・保安・
安全

８

行方不明者等リスト 警察庁発表の死亡者・行方不明者リスト

交通事故情報
発生場所、時刻、事故のタイプ（対人、対物、単独）、車種、運転

交通事故情報
者の属性等、事故危険箇所一覧情報

盗難情報 車種・発生場所・時刻・盗難のタイプ・被害額等

交通事故情報
交通事故発生時の、時刻・天候・道路状況・車両の位置などを
含む事故態様データ

道路交通に関する路面ペイントの敷設位置・内容、路側の交通
標識の設置位置 内容 信号機の位置 向きのデ タ 信号サ

交通 ７

道路交通情報
標識の設置位置・内容、信号機の位置・向きのデータ、信号サ
イクルの設定データ、系統制御のデータ、動作実績データ（押し
ボタン信号など）

通行規制
道路規制・通行止め情報、災害時の通行止め情報（緯度経度
付き） 道路 事情報（ 事実施状況 規制車線等 タイ通行規制 付き）、道路工事情報（工事実施状況、規制車線等のリアルタイ
ム情報）

一般道（除く高速道路）における月別総走行量、総走行キロ
データ、NEXCOの高速道路通行データ（月別・料金体系別走行
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交通量 台数）、パーソントリップ調査データ、交通センサスデータ、交通
量調査データ、VICSデータ、トラフィックカウンタデータ、自動車
ナンバー自動読取装置データ



２．（２）保有機関別 ： 国家公安委員会・警察庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

防災・保安・安全 ２ 反社会的勢力情報 反社会的勢力に関する情報

電波伝搬障害防止区域に指定されてない無線電波（自衛隊・海
電波 １ 電波情報

電波伝搬障害防止区域に指定されてない無線電波（自衛隊・海
上保安庁・警察・地方自治体の防災無線）の伝送ルート情報

（ 般/産業）廃棄物収集運搬に関わる許認可 （ 般/産業/特
許認可 １ 許認可情報

（一般/産業）廃棄物収集運搬に関わる許認可、（一般/産業/特
別管理産業）廃棄物処分に関わる許認可、古物商等に関わる
許認可
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２．（２）保有機関別 ： 文部科学省

データの種類
回答

データの詳細 データの例データの種類
数

データの詳細 データの例

研究開発 ３ 論文データ等
論文中の図表等（無償）、化学反応や熱力学に関する基礎データのデー
タベース

統計・調査 １ 統計調査票 e Statで公開されている統計デ タの元になった調査票情報統計・調査 １ 統計調査票 e-Statで公開されている統計データの元になった調査票情報

画像・地図・土地・
地下

１ 地下・地質データ 地下・地質データ

エネルギーの市場動向に関する分析データ、エネルギー関連機器の実
環境・エネルギー １ エネルギーデータ 績データ、再生可能エネルギー・クリーンエネルギー関連の実施プロジェ

クトの開発費・補助金の一覧
入札・調達・補助
金等

１ 補助金・公募情報 一元化された補助金・公募情報

気象 １
自然災害リスクデー
タ

省庁が行った自然災害リスク評価に用いた基礎データ・想定条件デー
タ・およびその結果の電子ファイル、気候変動研究（温暖化シナリオな
ど）の最新計算結果

貸金業者・病院・学校法人などの許認可情報一覧および個別の申請情
許認可 １ 事業資格者情報

貸金業者・病院・学校法人などの許認可情報一覧および個別の申請情
報（事業内容・決算書など）

教育 １ IT機器活用方法等
教育機関でのタブレット・ＴＶ・ＰＣ等のＩＴ機器の活用方法や表示されるコ
ンテンツ・使用時間

都市計画・建築 １ 法令・規制区域図
自然公園法、都市公園法、河川法等に定める規制区域図の電子データ
（座標軸から規制線を表示するポリゴン）

公開方法等 １ 公開方法等 二次加工を前提としたデータを提供してほしい
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その他 １ その他 公的資金を活用したビジネスでの活用が期待できる情報や数値データ



２．（２）保有機関別 ： 特許庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

特許 １０ 審査書類・書誌等
特許・実用新案・意匠・商標の公報、特許等審査における情報
提供書類 特許審判 おける審理書類 全 書誌事項

特許 １０ 審査書類 書誌等
提供書類、特許審判における審理書類、全ての書誌事項
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２．（２）保有機関別 ： 財務省

答
データの種類

回答
数

データの詳細 データの例

公開方法等 ３ 公開方法等
日本の財政・予算数値の過去分の公開、関係省庁における計算
条件の共有

公開方法等 ３ 公開方法等
条件の共有

統計・調査 ２

商業統計 更新頻度の高い商業統計や経済センサス

統計 調査 ２

統計調査票 e-Statで公開されている統計データの元になった調査票情報

自然公園法 都市公園法 河川法等に定める規制区域図の電
都市計画・建築 １ 法令・規制区域図

自然公園法、都市公園法、河川法等に定める規制区域図の電
子データ（座標軸から規制線を表示するポリゴン）

医療・介護 １ 所得・資産情報 高齢者の所得・資産・家族（同居者）・介護サービス利用状況

法人情報 １ 法人情報 国内で登記されている法人数（抹消登記されたもの含む）

許認可 １ 許認可情報 タバコ販売の免許取得情報
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２．（２）保有機関別 ： 資源エネルギー庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

エネルギー白書等にあるグラフなどのバックエネルギ 白書等にあるグラフなどのバック
データ、エネルギー原単位（床面積当たりの消
費電力・1人当たりの使用消費電力など省エネ
法で規定されている定期報告で義務付けられ

環境・エネルギー 6
エネルギーデー
タ

法で規定されている定期報告で義務付けられ
ている報告内容の一部）と企業種別、特定事
業者及び特定連鎖化事業者指定状況エネル
ギー管理指定工場等（第一種及び第二種）指

タ
定状況に係る事業者の所在地、LPGやLNG・
石油・重油など幅広い範囲のエネルギーコスト
（単価）、エネルギー市場動向に関する分析
データ、エネルギー関連機器の実績データ、再
生可能エネルギー・クリーンエネルギー関連の
実施プロジェクトの開発費・補助金の一覧

入札・調達・補助金
等

1
補助金・公募情
報

国の補助金関係の情報

画像・地図・土地・地 国土地図・画像画像・地図・土地・地
下

1
国土地図・画像
データ

国土地図・画像データ
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２．（２）保有機関別 ： 消防庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

迅速に電子化された国勢調査結果 国勢調査の基
統計・調査 2 国勢調査

迅速に電子化された国勢調査結果、国勢調査の基
本統計区あるいは町丁字別集計を行った指定統計
や防災関連データ

防災・保安・安全 2
避難所情報 消防庁の避難所情報

自然災害リスクデータ
ハザードマップ（洪水・火山・津波・地震・土砂災害・
原子力発電など）

都市計画・建築 1 法令・規制区域図 各地区の条例・開発指導内容・消防指導内容など

地籍図基盤地図、平常時と災害直後の高分解能の
衛星画像 オ 画像 現地動画等 セ シ グ情報

画像・地図・土
地・地下

1 国土地図・画像データ
衛星画像・オルソ画像・現地動画等、センシング情報
（河川の水位・海岸の潮位・道路の渋滞情報など）、
地形データ、都市計画図、道路付設情報（駐車場
データ・消火栓など）デ タ 消火栓など）

電波 1 電波情報
電波伝搬障害防止区域に指定されてない無線電波
（自衛隊・海上保安庁や警察・地方自治体の防災無電波 1 電波情報 （自衛隊 海上保安庁や警察 地方自治体の防災無
線）の伝送ルート情報
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２．（２）保有機関別 ： 内閣官房

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

政府の公的な会議の議事録の活用、会議録の非
開機関 短縮 会議録 開範囲 拡大 的

その他 3 その他
公開機関の短縮、会議録の公開範囲の拡大、公的
資金を活用したビジネス事例集のビジネスの最前
線での活用が期待できる情報や数値データ、通信
傍受に関する法律傍受に関する法律

公開方法等 2 公開方法等
官庁・自治体・民間公共施設で管理する電子デー

公開方法等 2 公開方法等
タリアルタイムの更新

医療・介護 1 所得・資産情報
高齢者の所得・資産・家族（同居者）・介護サービス
利用状況
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２．（２）保有機関別 ： 農林水産省

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

画像・地図・土地・地下 1 地下・地質データ 土質柱状図及び土質試験データ

気象 1 気象リアルタイム情報 雨量計等のセンサー情報

都市計画・建築 1 法令・規制区域図
自然公園法・都市公園法・河川法等
に定める規制区域図（座標軸から規
制線を表示するポリゴン）

防災・保安・安全 1
複合データ（地図・交
通 気象等）

地図情報（緯度・経度・標高）、人の
流れ（時間情報付）、公共施設の位
置情報と建物内部の構造情報 気

防災 保安 安全 1
通・気象等） 置情報と建物内部の構造情報、気

象情報（花粉情報含む）

開方法等 開方法等 去分 デ タ 開公開方法等 1 公開方法等 過去分のデータの公開

その他 1 その他 通信傍受に関する法律
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２．（２）保有機関別 ： 海上保安庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

騒音規制法の指定地域（騒音規制法・電気事業
法） 河川区域・河川保全区域（河川法） 市街地

都市計画・建築 2 法令・規制区域図

法）、河川区域 河川保全区域（河川法）、市街地
開発事業等予定区域・都市計画施設の区域・風
致地区・地区計画区域・都市計画事業地（都市計
画法）、下水道敷（下水道法）、空港周辺区域（航都市計画 建築 2 法令 規制区域図 画法）、下水道敷（下水道法）、空港周辺区域（航
空法）、砂防指定地（砂防法）、地すべり防止区
域・ぼた山崩壊防止区域（地すべり等防止法）、
急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による
災害の防止に関する法律）

海洋 2 その他
潮位観測データ、尖閣諸島周辺の海上保安庁の
勢力デ タ勢力データ

電波 1 電波情報
電波伝搬障害防止区域に指定されてない無線電
波（自衛隊・海上保安庁や警察・地方自治体の防電波 1 電波情報 波（自衛隊 海上保安庁や警察 地方自治体の防
災無線）の伝送ルート情報

気象
気象リアルタイム 気象・海象データ全般・風や海に関するデータの

気象 1
気象リアルタイム
情報

気象 海象デ タ全般 風や海に関するデ タの
リアルタイム情報および履歴データ
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２．（２）保有機関別 ： 金融庁

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

官庁 自治体 民間公共施設で管理する電子
公開方法等 2 公開方法等

官庁・自治体・民間公共施設で管理する電子
データをリアルタイムで更新してほしい。過去分
の公開

許認可 1
事業資格者情
報

貸金業者・病院・学校法人などの許認可情報一
覧、および個別の申請情報（事業内容・決算書
など）など）

統計・調査 1 統計・調査 GDP資料（統計基準を明確にしたもの）

その他 1 その他 通信傍聴に関する法律
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２．（２）保有機関別 ： 法務省

データの種類 回答数 データの詳細 データの例

その他 2 法令・省令など 省令や各種通知など、高裁・下級審の判例

法人情報 1 法人情報
国内で登記されている法人数（抹消登記さ
れたもの含む）

画像・地図・
土地・地下

1
国土地図・画像
データ

地籍図基盤地図
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２．（２）保有機関別 ：その他

保有機関の例 データや要望の例保有機関の例 デ タや要望の例

一般財団法人日本デジタル道路地図協会 デジタル道路地図(DRM)

公益財団法人 交通事故総合分析センター
内容が細分化されすぎている。
会員登録が必要で一部有償なので使いにくい

災害時通行止め情報（緯度 経度付き 全面通行止め 大型車通行
日本道路交通情報センター

災害時通行止め情報（緯度・経度付き、全面通行止め・大型車通行
止め・時間通行止めの情報付き）

郵便局 郵便物の転送届けに関する情報

日本年金機構 年金の種類と金額

財団法人地方自治情報センター
全国の役所の所在地データ（役所コード・郵便番号・住所・電話番
号）をLASDEC会員でなくても取得できるようにしてほしい

財団法人建設物価調査会 建築コスト（特殊コスト含む）をタイムリーに提供してほしい

各都道府県労働局
基準適合一般事業主認定企業に関するデータのうち、「取得企業

各都道府県労働局
基準適合 般事業主認定企業に関するデ タのうち、 取得企業
数」「公表を許可した企業の企業名・取得回数」

各議会（国会、自治体議会） 議会へ提出された請願・陳情の内容および進捗状況

軽自動車検査協会
軽自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車等の登録情報（軽自

軽自動車検査協会
動車検査証、検査記録事項等証明書）

検査登録事務所
全国軽自動車協会連合会

軽自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車等の登録情報
（軽自動車届出済証、返納済確認書）

（社）日本通信販売協会
業界全体（年次）、調査対象者（月次）の売上高が会員向けに有償
で提供されているが、無償で一般公開してほしい

自動車検査登録情報協会
自動車保有台数データ（保有台数データ（初度登録年度別・用途車
種別・用途車種のうちEV/HV等の内訳）
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日本海洋データセンター
気象庁・港湾局・海上保安庁・国土地位院から公開された潮位観測
データをとりまとめたデータの無償公開を希望する

日本銀行 短観（全国企業短期経済観測調査）のもとになった調査票情報



２．（３）利用の障害となる点

［回答数］

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

データが非公開非 開

データの公開の有無が不明

データ形式が利用しにくい

データの所在が不明

データの更新頻度が少ないデ タの更新頻度が少ない

データが複数の機関にまたがって提供されている

利用制限が設けられている
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形式、用語、単位、表記などが不統一



（１）データが公開されていない/ どこにあるか分からない/ 最新の

２．（３）利用の障害となる点 ： 主な自由意見

（１）デ タが公開されていない/ どこにあるか分からない/ 最新の
データがない

①データの所在が不明

②過去のデータが不在

③粒度の不足

④情報量 足④情報量の不足

⑤最新の情報の不在

⑥個人情報を匿名化した情報の不在⑥個人情報を匿名化した情報の不在

（２）データ入手手続きなど（２）データ入手手続きなど

①行政機関によって対応が異なる

②デ タ利用のガイドラインがない②データ利用のガイドラインがない

③ＤＶＤ等の購入費用が高い

④データ利用のために、財団法人等の会員になる必要がある
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２．（３）利用の障害となる点 ： 主な自由意見

（３）データの提供方法やデータ形式（提供媒体や機械判読性）（３）データの提供方法やデータ形式（提供媒体や機械判読性）

①紙ベース

②CD-ROM (Ｗebでのデータダウンロードを希望）②CD ROM (Ｗebでのデ タダウンロ ドを希望）

③表示・閲覧のみ（編集不可能、一括ダウンロードを希望）

（４）著作権や個人情報保護等による利用制限

①行政機関横断的かつ複数のデータ利用に適用される 包括的①行政機関横断的かつ複数のデータ利用に適用される、包括的

なライセンスの未整備

②２次利用の範囲 権利等が不明確②２次利用の範囲、権利等が不明確

③住基ネットの利用事務の制限

（５）表の様式・用語・数値単位などが統一されていない

①データの種類、内容、取扱い、施設名など

57

① 種類、 容、 扱 、施設

②時系列での過去データとの整合性の維持



３．公共データの利用目的

（１）公共デ タの利用イメ ジ（１）公共データの利用イメージ
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スムーズな交通の実現

・交通量（道路の時間帯別データ・駅の利用者別データなど）や道路交通情報（路面状
況・舗装種類・信号機のリアルタイム情報など）、通行規制情報（道路工事の場所・時間、
通行止め箇所など）をスマフォやカーナビに連動させることで、混雑を回避できる。災害時
にも備えることができる。
・交通量や事故情報を、新たな保険商品の開発につなげることもできる。

新たな保険
商品の提供商品の提供

交通量データ
道路交通情報
通行規制情報など

スマホやカーナビと
連動
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保険会社
災害時への備え



スムーズな交通の実現

必
要
な
デ

＊交通量（駅の利用者データ、道路の時間帯別データ、自動車ナンバー自動読み取り装置

データ） ＊交通事故情報（発生件数、発生時の時刻・天候・車両の位置）

＊道路交通情報（路面状況、舗装種類、交差点名・緯度経度、信号機の色のリアル情報）
デ
ー
タ

＊通行規制（道路工事の場所・日時・条件、通行止め箇所、車種別通行制限、交通標識）

【国土交通省、警察庁、地方公共団体、日本道路交通情報センター：JARTIC、道路交通情報

通信システムセンター：VICS 等】

○交通量：国、県、市区町村等が別々に管理・提供。プローブデータ、衛星画像のデータは
市場で調達可能。

現状

○道路交通情報：どの程度利用してよいか明示されていない
○通行規制：地方路線は、各自治体ごとに別々にホームページ等で公開

○全国一元的な情報提供 ○加工可能なフォーマットでの提供 ○利用条件の明示

施策

○複数の情報とかけ合わせ、スマートフォンやカーナビに連動させる（情報）

利用イメージ

○複数の情報とかけ合わせ、スマ トフォンやカ ナビに連動させる（情報）
○自動車保険を使用した事故の将来予測や新たな保険商品の開発（保険）
○災害時に道路規制・通行止めを含めた通行実績情報の提供、一般公開（自動車）
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不動産取引の判断材料の多様化・正確化

・地域ごとの世帯構成・年収・大気汚染濃度・騒音測定値・犯罪情報などを企業が加工
し、不動産取得時や賃貸に利用できるソフトを提供

・土地登記簿の電子データや路線価過去データなどを企業が利用することで、不動産取
得の購入価格等の妥当性判断を迅速に進め、スピードをもってビジネス展開ができる。
・不動産市場が活性化する。

不動産市場
企業

不動産市場

個人・企業

地域ごとの世帯構成・年
収・大気汚染濃度・騒音収 大気汚染濃度 騒音
測定値、犯罪情報、

土地登記簿データ、路線
価過去データなど

不動産取引の判断材料
の多様化・正確化

行政情報 61



不動産取引の判断材料の多様化・正確化

必
要
な
デ

＊地域ごとの世帯構成・年収、大気汚染濃度・騒音測定値、犯罪情報
＊地籍図、住所情報と関連づけた土地登記簿の電子データ
＊固定資産税評価表、公示価格・路線価過去データ、土地の売買データ
＊都市計画決定内容（用途地域、建ぺい率、容積率、防火指定等）・基礎調査のデータ

デ
ー
タ

都市計画決定内容（用途地域、建 い率、容積率、防火指定等） 基礎調査のデ タ
＊地域のイベント、観光情報

【法務省、国土交通省、地方公共団体、警察庁】

現状

○土地登記簿：電子化やインターネットでの提供（過去分含む）がなされていない。
○公示価格・路線価：行政区ごとに基準地や路線価格を探さなければない。５年以上経過し

た家屋評価資料は破棄される

現状

た家屋評価資料は破棄される。

籍 定資産 表 表

施策

○地籍図の加工できる形式での公開、 固定資産税評価表の公表
○地籍図、住所情報と関連づけた土地登記簿の電子データの公開
〇公示価格・路線価：過去データを公表し、ホームページの利便性の向上

〇地域ごとの世帯構成・年収・大気汚染濃度・騒音測定値・犯罪情報などを企業が加工し、

利用イメージ

〇地域ごとの世帯構成 年収 大気汚染濃度 騒音測定値 犯罪情報などを企業が加工し、
不動産取得時や賃貸に利用できるソフトを提供（情報）

○賃貸物件の賃料、不動産取得の購入価格等の妥当性の判断に利用（コンビニエンス）

62



公共インフラの維持管理への活用

・行政が保有する公共インフラ（道路・橋梁・公共施設など）の仕様や寿命などを示す工学
データ、資産・負債などの財務データ、保守保全情報、稼働実績などを、維持管理に利用

・民間による、リニューアル需要の予測・新規提案、事業権獲得時の採算性判断や、自動民
車事故等で破損した施設等の損害額算定などにも活用できる

公共インフラ 企業
共イ 情報公共インフラ 企業

公共インフラの情報

維持管理・新規提案維持管理 新規提案

迅速な算定・支払
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公共インフラの維持管理への活用

必
要
な
デ

＊行政機関が保有する公共インフラ（道路・橋梁・役所・小中学校・市民会館等の施設、設備、
機器、備蓄品、センサ等）の仕様や利用者数、稼働実績・寿命などを示す工学データ、資産・負
債・キャッシュフローなどの財務データ
＊故障 点検 修理 クレ ム等の保守保全情報デ

ー
タ

＊故障・点検・修理・クレーム等の保守保全情報
【国土交通省、地方公共団体】

現状

〇行政機関が保有する公共インフラの情報：
公開されていない。公開されているかどうか分からない。
一部の地方公共団体が独自に公開

現状

○建築確認申請書類：行政機関が紙ベースで保存（保存期間は１５年間）

施策

〇行政機関が保有する公共インフラ情報：詳細情報のインターネットでの公開
○建築確認申請図書：保管期限の撤廃（永久保存）

施策

○公共施設の維持管理、再利用への利用（情報）
〇民間事業者が公共施設の維持管理・運営権取得時の事業採算性の検討（電線）

利用イメージ

〇民間事業者が公共施設の維持管理・運営権取得時の事業採算性の検討（電線）
〇公共施設等のリニューアル需要の予測（建設）
〇自動車事故等で破損した工作物の損害額算定への利用（保険）
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ニーズに合わせた商品・サービスの提供

人口データや家計調査・国勢調査の地域別（町丁目ごと）の世帯構成別の項目別平均値

介護保険被保険者情報（町丁目ごと）を企業が利用することで、高齢者や要介護者の地
域分布を把握でき、高齢者の生活の充実に繋がるサービスの提供が可能となる。

きめ細やかな
介護サービス
の提供

ニーズに合った
保険商品の提供保険商品の提供

介護事業者

食事お届け
サービスの提供

保険会社

コンビニ 65



ニーズに合わせた商品・サービスの提供

必
要
な
デ

＊住民基本台帳を基にした人口データ、家計調査、国勢調査の地域別（町丁目ごと）の

世帯構成別の項目別平均値 （世帯数や家族構成、年齢別人口など）

＊介護保険の地域別（町丁目ごと）の被保険者数（要介護度別・年齢別・性別デ タ）デ
ー
タ

＊介護保険の地域別（町丁目ごと）の被保険者数（要介護度別・年齢別・性別データ）

【総務省、厚生労働省、地方公共団体等】

現状

〇住民基本台帳を基にした人口データ：各自治体ごとに公表。公表形式不統一
〇家計調査、国勢調査：学術目的以外での匿名デ―タ利用やオーダーメイド集計は不可。

国勢調査は５年毎のため鮮度が落ちる
〇介護保険デ タ 介護関係基礎情報はほとんど 開され な〇介護保険データ：介護関係基礎情報はほとんど公開されていない

施策

〇住民基本台帳を基にした人口データ：全国一元化した統一データの提供
〇家計調査、国勢調査：個人情報を匿名化した生データの提供
〇介護保険データ：介護保険被保険者情報の町丁目単位での提供

〇高齢者への宅配サービス、食事お届けサービスなど地域の需要に応じたサービスの提供・
出店戦略 策定（ ビ ）

利用イメージ

出店戦略の策定（コンビニエンス）
〇高齢者のニーズに合った保険商品の研究・開発（保険）
〇きめ細やかな介護サービスの提供（運輸、介護）
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低コストで安全な開発・地下設備管理の実現

公共上下水道の整備状況や土質地質調査結果、ボーリングデータ、井戸じびき、道路埋
設台帳、水道・ガス・電力・通信の地下設備データなどを利用することで、無駄なボーリン
グ調査等を回避でき、迅速・低コスト・安全性の高い開発等事業の提案ができる。また、
埋設設備等の管理精度の向上にもつながる。

公共上下水道整備状況
土質地質調査結果土質地質調査結果
ボーリングデータ
井戸じびき
道路埋設台帳など

今回はボーリング
調査は不要・・・

道路埋設台帳道路埋設台帳など
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迅速・低コスト・安全性高い
開発事業等の提案など



低コストで安全な開発・地下設備管理の実現

必
要
な
デ

＊公共上下水道の整備状況

＊土質地質（地層、岩盤、土等）調査結果、ボーリングデータ

＊「井戸じびき」（地下水が流れている場所の深さ、井戸の位置など）
デ
ー
タ

井戸じびき」（地下水 流れ る場所 深さ、井戸 位置な ）

＊道路埋設台帳 ＊水道、ガス、電力、通信の地下設備データ ＊埋蔵文化財データ

【地方公共団体、水道局、国土交通省】

現状

〇地下埋設設備データ：各自治体が提供する図面データは書式や環境設定がまちまち
〇土質地質調査結果：国土交通省の地質調査データはデータ数が少なく活用できない。

東京都は土質図を公開しているが、定量的なデータは不掲載。地方公共団体に申請すれ

現状

ば概ね入手可能だが地域によってデータに抜けがある。

施策

○過去分を含めたデータの公開。N値や土質試験結果など定量的なデータの掲載
○図面データの書式、環境設定の統一

○無駄なボーリング調査を回避し、開発事業や建設工事の計画・設計段階で、きめ細やかな
安全性検討が可能 より迅速かつ低コストで高品質な提案を提供できる（建設）

利用イメージ

安全性検討が可能。より迅速かつ低コストで高品質な提案を提供できる（建設）
〇埋設設備の管理精度の向上。道路掘削時の設備損傷等の事故未然防止（建設）
〇店舗の計画・設計、水道光熱費の効率的な管理（コンビニエンス）
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３．（１） 公共データの利用イメージ：その他の例

• 避難場所や事故多発地域をスマートフォンで表示・警報

(1) 消費者や顧客に対する新サービスの創出

• 抗がん剤治療の臨床データや高齢者医療費データに基づき、
高齢者向けの保険商品を研究・開発

(2)企業経営の意思決定への活用( )
• 都市計画や大規模商業施設・マンション等の開発申請・建築

申請を鉄道やコンビニ等の事業計画策定に利用

(3)企業の業務の効率化

• 建設物の新設の際に、該当地域の規制内容（各種法令・条例
等）を確認
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（２）利用目的別公共データ（２）利用目的別公共データ
１．企業経営に資する情報

２ 事業計画立案等に資する情報２．事業計画立案等に資する情報

３．業務の効率化に資する情報

社会生活全般 関連する情報４．社会生活全般に関連する情報

５．情報リソース
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３．（２） 利用目的別公共データ

１．企業経営に資する情報

①意思決定に係る基本的情報をタイムリ に捕捉することで 中長①意思決定に係る基本的情報をタイムリーに捕捉することで、中長
期的な経営戦略に資する。

②政府や自治体の調達に関する情報を捕捉することで、その実績等②政府や自治体の調達に関する情報を捕捉することで、その実績等
の情報を把握する。

③補助金、助成金、公募に係る情報をタイムリーかつ的確に入手す
ることで、機会損失を防止する。

デ タの例

景気動向、経済動向データ、雇用労働者動向データ景気動向、経済動向データ、雇用労働者動向データ

データの例

NETIS(新技術情報提供システム)、調達関連文書

一般競争参加資格者情報、官報（調達情報）、国の補助金関連

NETIS(新技術情報提供システム)、調達関連文書

一般競争参加資格者情報、官報（調達情報）、国の補助金関連
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情報、自治体実施補助金情報、補助金事業による成果情報情報、自治体実施補助金情報、補助金事業による成果情報



３．（２） 利用目的別公共データ

２．事業計画立案等に資する情報

（１）建築 施設整備 輸送等に係る情報（１）建築・施設整備・輸送等に係る情報
建築・施設整備・輸送等に係る土地・地質等の情報を入手・参
照することで、効率的な事業計画の展開に役立てる。照することで、効率的な事業計画の展開に役立てる。

データの例

地下埋設物情報、風速・地質等の情報、道路情報、地質情報

全国市町村単位の公共上下水道の整備情報 地質・地盤・接地

地下埋設物情報、風速・地質等の情報、道路情報、地質情報

全国市町村単位の公共上下水道の整備情報 地質・地盤・接地全国市町村単位の公共上下水道の整備情報、地質 地盤 接地

抵抗などの情報、土質柱状図および土質試験結果、産総研「井

戸じびき」 国土地理院の数値地図データ

全国市町村単位の公共上下水道の整備情報、地質 地盤 接地

抵抗などの情報、土質柱状図および土質試験結果、産総研「井

戸じびき」 国土地理院の数値地図データ戸じびき」、国土地理院の数値地図データ戸じびき」、国土地理院の数値地図データ
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３．（２） 利用目的別公共データ

２．事業計画立案等に資する情報

（２）事業計画の立案及び事業の遂行に係る情報（２）事業計画の立案及び事業の遂行に係る情報
事業計画の立案及び事業の遂行を図る上で必要情報の公開と
適正な活用により、円滑な事業の遂行を可能とする適正な活用により、円滑な事業の遂行を可能とする

データの例

公示価格・基準地価価格情報、固定資産税評価データ

法人企業統計デ タ EDINET 介護保険要介護度別の被保

公示価格・基準地価価格情報、固定資産税評価データ

法人企業統計デ タ EDINET 介護保険要介護度別の被保法人企業統計データ、EDINET、介護保険要介護度別の被保

険者数情報、都市計画決定情報、都市計画基礎調査情報

建築確認申請情報 大規模商業施設申請情報 住宅開発情報

法人企業統計データ、EDINET、介護保険要介護度別の被保

険者数情報、都市計画決定情報、都市計画基礎調査情報

建築確認申請情報 大規模商業施設申請情報 住宅開発情報建築確認申請情報、大規模商業施設申請情報、住宅開発情報

各地区の条例・開発指導等の情報、社会資本ストックに関する

デ 都 道路 線情報 査 勢 査等

建築確認申請情報、大規模商業施設申請情報、住宅開発情報

各地区の条例・開発指導等の情報、社会資本ストックに関する

デ 都 道路 線情報 査 勢 査等

73

データ、都市計画道路計画線情報、家計調査、国勢調査等データ、都市計画道路計画線情報、家計調査、国勢調査等



３．（２） 利用目的別公共データ

２．事業計画立案等に資する情報

（３）マ ケティング計画に資する情報（３）マーケティング計画に資する情報
マーケティング計画に資する情報を充実することで、効率的な
販売戦略の立案、ならびに遂行に役立てる販売戦略の立案、ならびに遂行に役立てる

データの例

課税対象所得額データ、建設リサイクル法における届出件数

情報、経済産業省生産動態統計、家計調査情報、消費者向け

課税対象所得額データ、建設リサイクル法における届出件数

情報、経済産業省生産動態統計、家計調査情報、消費者向け

電子商取引実態調査、各行政区住民登録データ、商業統計、

経済センサス情報、地域別世帯数・家族構成・年齢別人口等の

電子商取引実態調査、各行政区住民登録データ、商業統計、

経済センサス情報、地域別世帯数・家族構成・年齢別人口等の経済 ンサ 情報、地域別世帯数 家族構成 年齢別人 等の

情報、国勢調査のデータ、全国消費実態調査、消費動向調査

通信利用動向調査、公的統計調査票情報、GPS付携帯端末に

経済 ンサ 情報、地域別世帯数 家族構成 年齢別人 等の

情報、国勢調査のデータ、全国消費実態調査、消費動向調査

通信利用動向調査、公的統計調査票情報、GPS付携帯端末に
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通信利用動向調査、公的統計調査票情報、GPS付携帯端末に

よる移動情報、総務省メッシュ地図

通信利用動向調査、公的統計調査票情報、GPS付携帯端末に

よる移動情報、総務省メッシュ地図



３．（２） 利用目的別公共データ

３．業務の効率化に資する情報
（１）業務遂行上の参照情報

業務の遂行に当たり必要となる参照情報を適宜参照可能とす業務の遂行に当たり必要となる参照情報を適宜参照可能とす
ることで業務の効率化に資する。

データの例

都市計画内容、交通インフラ情報、道路占用等の通達類の情都市計画内容、交通インフラ情報、道路占用等の通達類の情

デ タの例

報、建設物に関する規制情報、法令手続きが必要な地域範囲

のマップデータ、LUCKY(土地利用調整総合支援ネットワークシ

報、建設物に関する規制情報、法令手続きが必要な地域範囲

のマップデータ、LUCKY(土地利用調整総合支援ネットワークシ(
ステム)、規制区域の電子地図情報、個々の住宅に係る情報

(
ステム)、規制区域の電子地図情報、個々の住宅に係る情報
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３．（２） 利用目的別公共データ

３．業務の効率化に資する情報
（２）取引先の信用情報の照会

取引等の場面で相手先の信用情報の照会は必須であり 信用取引等の場面で相手先の信用情報の照会は必須であり、信用
情報の公開により安全な取引が担保される。

データの例

認可事業に関する資格者情報、建築士・事務所登録閲覧シス

テム 貸金業者 病院 学技法人などの許認可情報 産業廃棄

認可事業に関する資格者情報、建築士・事務所登録閲覧シス

テム 貸金業者 病院 学技法人などの許認可情報 産業廃棄テム、貸金業者・病院・学技法人などの許認可情報、産業廃棄

物処理業の行政処分データ、船舶建造許可情報、建設業許可

情報 びネガ ブ情報 社会勢力排除 伴う情報 社会

テム、貸金業者・病院・学技法人などの許認可情報、産業廃棄

物処理業の行政処分データ、船舶建造許可情報、建設業許可

情報 びネガ ブ情報 社会勢力排除 伴う情報 社会情報及びネガティブ情報、反社会勢力排除に伴う情報、反社会

的勢力に関する情報、法人等の登記情報

情報及びネガティブ情報、反社会勢力排除に伴う情報、反社会

的勢力に関する情報、法人等の登記情報
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３．（２） 利用目的別公共データ

３．業務の効率化に資する情報
（３）知財情報の閲覧機能の拡充

知財情報の閲覧機能の拡充による 企業が新規事業展開に向知財情報の閲覧機能の拡充による、企業が新規事業展開に向
けた研究開発および製造設備投資に向けた計画遂行の迅速
化に資する。化に資する。

具体的な要望

特許庁の特許電子図書館(IPDL)における検索結果出力の充実

特許電子図書館(IPDL)のデータの充実化、特許審査・審判関

特許庁の特許電子図書館(IPDL)における検索結果出力の充実

特許電子図書館(IPDL)のデータの充実化、特許審査・審判関特許電子図書館( ) デ タ 充実化、特許審査 審判関

係書類の公開と提供、商標登録データ(存続期間満了済を含

む、過去の商標登録データ)、公開公報・特許公報などを加工で

特許電子図書館( ) デ タ 充実化、特許審査 審判関

係書類の公開と提供、商標登録データ(存続期間満了済を含

む、過去の商標登録データ)、公開公報・特許公報などを加工でむ、過去の商標登録デ タ)、公開公報 特許公報などを加工で

きる形で提供してほしい、特許公報などのテキストデータで入手

したい 特許電子図書館でパテントマップを作成したい

む、過去の商標登録デ タ)、公開公報 特許公報などを加工で

きる形で提供してほしい、特許公報などのテキストデータで入手

したい 特許電子図書館でパテントマップを作成したい

77

したい、特許電子図書館でパテントマップを作成したいしたい、特許電子図書館でパテントマップを作成したい



３．（２） 利用目的別公共データ

４．社会生活全般に関連する情報
（１）資源・エネルギー・環境に関連する情報

デ タの例

日本近海海底土質デ タ 潮位デ タ 国立環境研究所の日本近海海底土質デ タ 潮位デ タ 国立環境研究所の

データの例

日本近海海底土質データ、潮位データ、国立環境研究所の

データ、環境省のデータ、海上物理探査データ、水環境、大気

環境情報 ネ ギ 関連機器 ベ ク情報 温室効

日本近海海底土質データ、潮位データ、国立環境研究所の

データ、環境省のデータ、海上物理探査データ、水環境、大気

環境情報 ネ ギ 関連機器 ベ ク情報 温室効環境情報、エネルギー関連機器のベンチマーク情報、温室効

果ガス排出量のデータ、各種エネルギーコストのデータ

環境情報、エネルギー関連機器のベンチマーク情報、温室効

果ガス排出量のデータ、各種エネルギーコストのデータ

電力使用情報、放射線モニタリング情報電力使用情報、放射線モニタリング情報
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３．（２） 利用目的別公共データ

４．社会生活全般に関連する情報
（２）防災・防犯に関連する情報

デ タの例

警視庁・県警のデータ、護岸・岸壁の標高データ、国土交通省・警視庁・県警のデータ、護岸・岸壁の標高データ、国土交通省・

データの例

警視庁 県警のデ タ、護岸 岸壁の標高デ タ、国土交通省

気象庁・消防庁のデータ、公共施設ファシリティマネジメント情

報 災害時の交通規制個所のGPSデータ 全国の避難所情報

警視庁 県警のデ タ、護岸 岸壁の標高デ タ、国土交通省

気象庁・消防庁のデータ、公共施設ファシリティマネジメント情

報 災害時の交通規制個所のGPSデータ 全国の避難所情報報、災害時の交通規制個所のGPSデ タ、全国の避難所情報

ハザードマップ、保険金詐欺事件情報、気象警報・注意報・土

砂災害警戒情報 サイバー攻撃の詳細記録情報 自動車事

報、災害時の交通規制個所のGPSデ タ、全国の避難所情報

ハザードマップ、保険金詐欺事件情報、気象警報・注意報・土

砂災害警戒情報 サイバー攻撃の詳細記録情報 自動車事砂災害警戒情報、サイバー攻撃の詳細記録情報、自動車事

故・盗難に関するデータ、全国の事故危険箇所一覧、各自治体

における気象及び災害に関わるデ タ

砂災害警戒情報、サイバー攻撃の詳細記録情報、自動車事

故・盗難に関するデータ、全国の事故危険箇所一覧、各自治体

における気象及び災害に関わるデ タ
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における気象及び災害に関わるデータにおける気象及び災害に関わるデータ



３．（２） 利用目的別公共データ

４．社会生活全般に関連する情報
（３）医療・介護に関連する情報

データの例

循環器系疾患の初診・再発別患者数データ、主傷病・副傷病別循環器系疾患の初診・再発別患者数データ、主傷病・副傷病別

デ タの例

統計表、入院時年齢区分別の退院患者数データ、在院期間別

退院患者数データ、先進医療に関するデータ、高齢者の生活

統計表、入院時年齢区分別の退院患者数データ、在院期間別

退院患者数データ、先進医療に関するデータ、高齢者の生活

実態調査データ、先進医療の利用実績および健康保険の詳細

なデータ、化学物質の安全性情報、健康支援情報サービス

実態調査データ、先進医療の利用実績および健康保険の詳細

なデータ、化学物質の安全性情報、健康支援情報サービス

病院の患者待ち時間・通院回数などの統計データ、医療関連

データ

病院の患者待ち時間・通院回数などの統計データ、医療関連

データ
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３．（２） 利用目的別公共データ

５．情報リソース

公的情報を活用した新規ビジネスの創出及び目的に沿った形式に
加工することにより情報の活用に資する。また、報道・通信分野等で
公的情報を活用したより正確できめの細かいサービスを実現する。

家計調査、衛星写真および電子地図、住所情報、地域情報(イ家計調査、衛星写真および電子地図、住所情報、地域情報(イ

データの例

家計調査、衛星写真および電子地図、住所情報、地域情報(イ
ベント・観光)、土地登記簿のデータ、地図情報(道路ネットワー

ク POI等) 下水道における流量 GEONETデータ 人工衛星

家計調査、衛星写真および電子地図、住所情報、地域情報(イ
ベント・観光)、土地登記簿のデータ、地図情報(道路ネットワー

ク POI等) 下水道における流量 GEONETデータ 人工衛星ク、POI等)、下水道における流量、GEONETデ タ、人工衛星

ALOSの観測データ、国内の航空機運航データ、登録・耐空証

明航空機情報 公共交通機関情報 道路状況データ 道路路

ク、POI等)、下水道における流量、GEONETデ タ、人工衛星

ALOSの観測データ、国内の航空機運航データ、登録・耐空証

明航空機情報 公共交通機関情報 道路状況データ 道路路明航空機情報、公共交通機関情報、道路状況デ タ、道路路

面状況データ、交通事故・犯罪情報、交通事故多発地点情報

国土数値情報のバスルートデータ 路線バスの停留所・路線・

明航空機情報、公共交通機関情報、道路状況デ タ、道路路

面状況データ、交通事故・犯罪情報、交通事故多発地点情報

国土数値情報のバスルートデータ 路線バスの停留所・路線・
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国土数値情報のバスルートデータ、路線バスの停留所・路線・

時刻表・運賃情報、

国土数値情報のバスルートデータ、路線バスの停留所・路線・

時刻表・運賃情報、



４．データの提供に関わるニーズ
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４．（１）データ形式
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４．（１）データ形式

◇希望するデ タ形式は◇希望するデータ形式は、
「CSV」(165件）、「Excel」（126件）、が多かった。

◇ 「その他」としては、
「Shapeなど一般的なGISデータフォーマット形式」（12「Shapeなど 般的なGISデ タフォ マット形式」（12
件）、「形式は問わない」(8件）、 「CADデータ」 （4件）
「データだけでなくフォーマットに関する資料も同時に公「デ タだけでなくフォ マットに関する資料も同時に公
開してほしい」（3件）
との回答もあった。との回答もあった。

◇大量のデータ処理、機械判読を行うために、
二次利用や加工をしやすいデータ形式が求められてい

る。
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４．（２）提供頻度

0 50 100 150 200〔図６〕

172

0 50 100 150 200

自動更新（随時）

〔図６〕

48

自動更新（随時）

毎年度

35毎年

34毎月

14四半期毎

56その他
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４．（２）提供頻度

◇提供頻度は、「自動更新」(172件）を希望する回答が圧
倒的に多かった。

◇ 「利用に応じて随時提供」、「リアルタイムでの提供」を

希望する自由回答も多か た 「古い情報も利用できる希望する自由回答も多かった。「古い情報も利用できる
ようにしてほしい」との意見も多かった。

◇リアルタイムに自動更新され、最新データが 随時参
照・利用できる状態が望まれている。照 利用できる状態が望まれている。
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４．（３）管理・提供方法

〔図７〕

191一元的提供窓口

157公開ガイドラインの設定

145データカタログの整備

75取次・相談窓口

65活用事例紹介サイト

48公開困難な理由説明

他
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４．（３）管理・提供方法

◇管理・提供方法では、◇管理 提供方法では、
行政機関横断的にデータを提供し、同じルール

の下で利用できるような環境整備が求められての下で利用できるような環境整備が求められて
いる。
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５．公共データの民間活用の成功事例５．公共デ タの民間活用の成功事例
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５．公共データの民間活用の成功事例

国土地理院や地方公共団体が作成した詳細地図

（１）成功のポイント

国土地理院や地方公共団体が作成した詳細地図

国土地理院の基盤地図情報は、再利用できる形式でオープン化されている。

（２）利用方法

や プ 般的 利 さカーナビやスマホの地図アプリなど、わが国で一般的に利用されているほとんど
の地図アプリは、公共データの公開によるもの

（３）利用例（３）利用例

① 緯度経度を入力するとその地点の標高を計算するAPIを開発（情報）

② 地形の影響を考慮した音の伝搬予測（建設）響 音 伝

（４）課題

オープン化の状況や網羅性、更新頻度などが課題
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５．公共データの民間活用の成功事例

区画単位に整理した統計デ タ区画単位に整理した統計データ

総務省国勢調査地域メッシュ情報、農林水産政策研究所の食料品アクセスマップ等

（１）成功のポイント

CSV形式やXML形式でダウンロード可能。GIS（地理情報システム）を活用

（２）利用例（２）利用例

①商業統計メッシュデータに基づく商圏分析や売上推計（情報）

②サービスが必要な地域の特定、需要に応じたサービスの提供（コンビニ）②サ ビスが必要な地域の特定、需要に応じたサ ビスの提供（ ンビ ）
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○ 東日本大震災の発災から数日後にインターネット上に公開された衛星写真

５．公共データの民間活用の成功事例

○ 東日本大震災の発災から数日後にインタ ネット上に公開された衛星写真

◇各地の被災状況を把握（電力）

○ 厚生労働省の患者調査等の統計情報○ 厚生労働省の患者調査等の統計情報

◇避難者の収容可能数を推計（建設）

◇種々の疾患の患者数トレンドを調査（情報）◇種 疾患 患者数ト ドを調査（情報）

○ 厚生労働省のSDS（安全性データシート）、経産省他の化学物質等に関連

する審議会議事録等する審議会議事録等

◇規制動向を先取りし、自社方針に反映（電機）

○ 内閣府 防災関連資料にある想定被害○ 内閣府の防災関連資料にある想定被害

◇会社のIT面でのBCPを策定（貿易）

○ 製品評価技術基盤機構「製品事故データベース」

◇自社・他社製品の事故情報を集計、分析し、自社製品の品質向上策の検討

や 他社事例を参考に事故予防策の検討に活用（電機）や、他社事例を参考に事故予防策の検討に活用（電機）
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